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エコポイント等の活用によるグリーン家電の普及
※経済産業省と共同

エコポイントの仕組みを活用して、消費者の省エネ家電購入を支援することによ
り、経済活性化とCO2の削減を促進

家庭部門からの温室効果ガス

エアコン
25%その他

33%

①地球温暖化対策における課題
エアコン

省エネ性能の高い家電製品

家庭部門からの温室効果ガス
排出量は 1990年度比＋４１％
と著しく増加 (2007年度)
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省エネ性能の高い冷蔵庫・エアコン・
テレビが普及することにより、大きなCO2
削減効果と経済効果をもたらす
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※主要家電メーカー８社の公開情報を基に環境省において積算
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太陽光発電の世界一奪還に向けて太陽光発電の世界一奪還に向けて

日本の太陽光発電累積導入量は、2005年にドイ
ツに抜かれ、現在約２倍まで差が拡大

（2007年：ドイツ386万kW 日本192万kW）

導入拡大に向け、高い目標を
掲げるべき

率先導入 補助金 買取制度などの施策を
（2007年：ドイツ386万kW 日本192万kW）

主要国と比べ低い日本の将来目標

率先導入、補助金、買取制度などの施策を
組み合わせることにより、太陽光発電のコス
トを小売電力並みに低減可能

再生可能エネルギーによる発電量が、
全電源による総発電量に占めるシェア

9 0%

公共部門での率先導入

学校、庁舎、公園
など公共施設に

アメリカ

日本

25.0%

10.9%

8.6%

9.0% 2005年

将来目標

など公共施設に
大規模に導入

実効性のある買取制度*の導入

フランス

イギリス

21.0%

20.0%

9.9%

4.3%
実効性のある買取制度 の導入

短期的な投資回収を確実に担保す
る仕組みとする
低炭素社会の実現のための負担

0% 10% 20% 30%

ドイツ 30.0%
10.0%

低炭素社会の実現のための負担
について国民の理解を求めていく

*電力会社が発電電力を一定
期間固定価格で買い取り、期間固定価格で買 取り、
電力料金に広く薄く上乗せす
る仕組み。主要国で導入拡大
の政策手段として採用。

※1） ＩＥＡの発電電力量ベース。ただし、日本の将来目標は、長期エネルギー需給見通し。
※2） 将来目標は、日本、イギリス、ドイツは2020年。フランスは2010年、アメリカは2025年。
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地域環境保全基金の拡充
－地域版グリーン・ニューディール基金（仮）－

法律により地域のＣＯ2削減計画の策定を義務付け。こうした計画の実効性を確保する

ための財源として各都道府県等のエコ基金を拡充。
－ 「地域の活性化」と「低炭素化・エコ化」を同時に推進 －

（支援対象事業の例）

金

地域の活性化」と 低炭素化 コ化」を同時に推進

国

交付金

都道府県・指定都市 【地域環境保全基金】
次世代交通インフラの整備

地球温暖化対策推進法に基づく地域実行計画等の着実な推進を

図るため、持続可能な地域づくりに貢献する環境関連事業を推進

・省エネ住宅・建築物、環境負荷の少ない交通・エネルギーインフラの整備等

・地域で環境関連事業に取り組む中小企業や環境ベンチャー企業、コミュニ
ティビジネス（地域発の新エネ事業者、不要物のリサイクル等３Ｒ推進事業
者等）に対する無利子融資への利子補給等

コミュニティサイクル（パリのヴェリブ）

者等）に対する無利子融資への利子補給等

市民出資により幼稚園に設置された太陽光パネル

平成１９年度末現在、全国４６の道府県及び１１の指定都市において各４億円を基本とする地域環境保全基

地域環境保全基金について

（※）環境保全に関する知識の普及・啓発などの地域環境保全活動を支援するため、平成元年度補正予算により設置された基金

３

度 、 国 府県 定都市 各 億 本 す 域環 保
金（※）が設置されており、環境教育、広報に使われている。これを拡充し、大幅に増額するとともに、３年間で
取り崩して活用する。



アジア版環境モデル都市の実現

アジアに、環境と共生しつつ経済発展を図り、持続可能な社会を構築 – 環境モデル都市

クリーンアジア・イニシアティブの展開 – コベネフィット・アプローチ、水の安全保障など）

環境省

外務省

国交省

農水省

経産省 文科省

大 学

日 本 － CAIを軸としたネットワーク

地方 共 体
JICA, JBIC 等

企 業

各種研究機関
（国立環境研究所、㈶地球
環境戦略研究機関 等）

厚労省 等
国家の開発ニーズ地球環境問題

外務省 大 学 NGO/NPO地方公共団体

｢

環
境

政
策
対

醤油のような色の黄河

環境改善ニーズ
気候変動対策 コベネフィット

水環境保全など低公害型社会の実現

CAI推進事務局
（仮称）

境
モ
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ル
都

対
話
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推

低炭素社会の実現

水環境保全など低公害型社会の実現

国 際 機 関 連
携

都
市｣

の
実

進
日本がフロン破壊施設の設置を支援した
セメント工場全景（インドネシア）循環型社会の実現

携 実
現自然と共生する社会の実現

中東・
アフリカ

北東アジア 中央アジア南アジア

E    R   I    A
（東アジア・アセアン経済研究センター)ASEAN事務局

東南アジア（ASEAN共同体 ２０１５年） ４



霞ヶ関等の国の施設の低炭素化

○京都議定書の目標達成には、業務部門からの温室効果ガス排出量の削減が急務

○政府関係施設において 二重窓や省エネ機器の導入による省エネ効率の向上 太陽光発電等再○政府関係施設において、二重窓や省エネ機器の導入による省エネ効率の向上、太陽光発電等再
生可能エネルギーの更なる活用など、抜本的なグリーン化を進めることにより、国が率先して地球
温暖化に取組むシンボルとして大きなメッセージ効果。

【業務部門の温室効果ガス排出量の推移】
【オバマ政権「数字で見る米国再生・再投資計画」】

連邦政府の建物の７５％以上を省エネ化し、年間２０億ド
の予算を節約する

300 
ルの予算を節約する。

現在、連邦政府は世界最大のエネルギー消費者である。米
国再生・投資計画は、連邦政府のビルの改善のために歴史的
な投資を行い、予算を節約するとともに、グリーン・ビルディン
グ

２３３万ｔ９０年度比４０％の
大幅な増大

グ産業の成長に触媒として資する。（1/24 ﾎﾜｲﾄﾊｳｽ ＨＰで公表）

200 
（太陽光発電の例：沖縄県糸満市
庁舎 約200kw）

（高断熱窓ガラスの例）

１８７万ｔ

庁舎 約200kw）

100 

1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006
平成２０年度環境省調査（業務その他部門）より
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次世代自動車等の普及促進・環境に優しい交通インフラづくり

○京都議定書目標達成計画（平成20年３月28日）
・クリーンエネルギー自動車（電気自動車、ハイブリッド自動車等）を2010年度までに69～233万台普及
・輸送燃料を含むバイオ燃料の普及を促進

○低炭素社会づくり行動計 （ 成 年 ）○低炭素社会づくり行動計画（平成20年７月29日）
・次世代自動車（電気自動車、ハイブリッド自動車等）を2020年までに新車販売の２台に１台の割合で導入

・輸送用燃料としてのバイオマス資源の供給・利用等の促進

買換促進 モデル事業の実施買換促進

次世代自動車等の
導入支援の充実

環
境

モデル事業の実施

バイオエタノール
混合ガソリン等の
利用促進

電気自動車等

カーシェアリングビジネスの
創出による利用者拡大導入支援の充実

経年車の廃車・環境性能がよりよい
自動車への買換えを促進

・乗用車

境
保
全
と
経

利用促進

バイオエタノール等の
燃料製造・混合設備や
貯蔵設備等の施設整備
を行う事業者を支援

創出による利用者拡大

“カーシェアリング”による
電気自動車・ハイブリッド車
利用者拡大

業務用電動二輪車
開発試験事業による
開発支援

使いやすい

乗用車
・バス・トラック
・地方公共団体等の公用車

等

経
済
活
動
の

を行う事業者を支援

E10実証事業の展開

電動アシスト
自転車等による使いやすい

電動二輪車の開発

電気自動車の普及に係る
周辺技術の開発・支援

の
両
立

レンタサイクル
ビジネスの展開

自転車等による
コミュニティサイクル
ビジネスのテイクオフ

電池、充電設備 等

経済産業省・国土交通省等と連携

ビジネスの展開

６



無利子の環境ファイナンスの創設
1500兆円の国民資産の環境ビジネスへの投資加速化

設備投資の減少▲
（前年度比▲１７ ３％※）

現状

○世界の金融市場は100年に一度と言われる危機に直面

1500兆円の国民資産の環境ビジネス の投資加速化

（前年度比▲１７．３％※）
経常利益の減少▲

（前年度比▲６４．１％※）

○我が国の多くの企業が赤字見込み
（企業が赤字見通しの中では投資減税だけでは不十分）

※出典：『法人企業統計調査（平成20年10～12月期）』（財務省）

こういう時こそ、環境・省エネ投資により、産業構造を転換し、企業の競
争力を高め、景気対策・雇用対策・地球温暖化問題に取り組むチャンス

投資の変革（環境ビジネスに取り組む事業者への支援）

○環境・省エネ投資に係る緊急無利子融資
制度の創設 （５年間の利子補給制度）

○金融機関による「環境格付」のための企業調査に
対する補助制度の創設

エコ企業の見える化を通じてエコファンドや
優遇融資の普及を後押し優遇融資の普及を後押し

約1500兆円の国民資産（預金・投資）を環境投資へ誘導
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環境・資源制約を克服する研究・技術開発を強力に推進

研究・技術開発の強化により、持続可能な社会を実現し、
新たな成長の原動力に。

取組を進めるための
研究・技術開発

第 次報告書作成に向け

低炭素社会を実現する
ための研究・開発

環境 ネ ギ 技術革新計

環境・資源制約を克服
するための研究・開発

資源 収 イク 技術 IPCC第5次報告書作成に向け
てより一層の参画、貢献
(いぶきの活用等)
地球温暖化に対する適応策

環境エネルギー技術革新計
画の加速

新材料・構造による太陽光発
電の高効率化・低ｺｽﾄ化、

資源の回収・リサイクル技術
の高度化

健康や生態系への影響を最
小化するための技術開発 地球温暖化に対する適応策

に関する研究・開発

環境と経済をともに向上・発
展させるための研究

タリ グ技術 開発と推

電の高効率化 低ｺｽﾄ化、
電池等の大容量化・低ｺｽﾄ化
次世代自動車等の開発･普及
グリーンIT加速のための研究
開発 等

小化するための技術開発

生物多様性の損出を顕著に
減少させるための管理技術
地域発の環境技術開発の
促進 モニタリング技術の開発と推

進(気候変動影響等)
開発 等

開発要素技術のシステム化と
普及モデルの策定

促進

◆ 持続可能な社会の構築と中長期視点に立った環境ビジネスの活性化、裾野の拡大

◆ 社会資本、消費等の側面で確保する市場規模及び雇用規模を維持、拡大
８



静脈産業の活性化と循環市場の開拓に向けたハード ソフト両面のインフラ整備を進め 当面の雇用創出と中長

次世代循環型社会の整備・構築

静脈産業の活性化と循環市場の開拓に向けたハード、ソフト両面のインフラ整備を進め、当面の雇用創出と中長

期的な我が国経済の足腰強化につなげる。また、我が国の高度な資源循環技術で国際的に循環型社会を展開。

資源の安定確保
処理業の基幹化

低炭素型の
資源循環産業

の展開

循環技術開発、モデル回収（レアメタル,リン等）
エコタウンのゼロエミッション化支援

リサイクルシステムの効率化・透明化、高度化
廃棄物エネルギーやバイオマスの有効利活用

低炭素産業の育成

より高度な資源循環
に向け さらに国 自

循環型コミュニ
ティの拡大

リユースシステム構築支援
中古品修理販売の人材・事業育成
分別回収とゴミ有料化の推進

循環市場の開拓

に向け、さらに国、自
治体、企業、研究機
関、NPOの智慧を結集

安全・安心な
廃棄物処理の

PCB廃棄物、石綿廃棄物の適正処理の推進
不法投棄等の撲滅のための支援

負の遺産解消
地域の魅力創出

循環市場の開拓
コミュニティ活性化

確保 廃棄物適正処理体制の強化

豊かな水環境 浄化槽の整備・普及促進

循 社会 成 際的推進

豊かな水環境
の創出

浄化槽の整備 普及促進

•アジア３Ｒ推進フォーラムを核とした各国への支援充実
•浄化槽の国際展開

循環型社会形成の国際的推進 －東アジア循環圏の構築－

資源循環技術の
海外展開

９



微量ＰＣＢ混入廃電気機器等の安心・安全で効率的な処理の実現
－負の遺産の一掃による新たなステップ－

◆微量ＰＣＢ混入廃電気機器等（残されたＰＣＢ問題）＊

・トランス等（約１２０万台）に数10ppmの微量のＰＣＢが非意図的に混入
・これまで焼却処理の実証試験を実施（H17年度～）。また、中央環境審議会で本年３月２日にその処

理方策が概ねとりまとめられた。
・その結果を踏まえ、平成21年度から国の認定による安心・安全な処理を推進する見込み。

焼却実証試験の実施焼却実証試験の実施国の無害化処理認定国の無害化処理認定 焼却実証試験の実施焼却実証試験の実施

エコシステム秋田（株）

国の無害化処理認定国の無害化処理認定

認定を受けた者は、都道府県知事の許可を受けずに
処理を行うことができる。

光和製鋼

（株）クレ 環境

太平洋セメント（株）
（株）カムテックス

エコシステム小坂（株）

（財）かながわ廃棄物処理事業団

（株）クレハ環境

（財）愛媛県廃棄物処理センター

（処理施設の例）

安心・安全で効率的な処理の実現

安全性を確認

◆支援制度の創設 ・無害化処理の実証試験への支援
・安全な処理を行うための施設・安全確認の設備等に対する補助

＊高圧トランス等については、日本環境安全事業株式会社による化学処理が行われている。 10


